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【７ 通信関係】 

高松市防災行政用無線局管理運用規程 

（趣旨） 

第１条 この規程は、電波法（昭和25年法律第131号）、電波法施行規則（昭和25年電波監理委員会規則第14

号）その他関係法令に定めるもののほか、本市が設置する防災行政用無線局の管理運用に関し必要な事項

を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この規程において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(１) 無線設備 電波法第２条第４号に規定する無線設備をいう。 

(２) 無線局 電波法第２条第５号に規定する無線局（無線設備に遠隔制御機が接続されている場合は、

当該遠隔制御機を含む。）をいう。 

(３) 固定局 電波法施行規則第４条第１項第１号に規定する固定局をいう。 

(４) 親局 特定の２以上の受信設備（屋外拡声子局及び戸別受信機をいう。）に対し、同時に同一内容の

無線通信の送信をする固定局をいう。 

(５) 基地局 電波法施行規則第４条第１項第６号に規定する基地局をいう。 

(６) 同報系 親局と屋外拡声子局間での無線通信業務及び戸別受信機によって当該親局又は基地局か

らの無線通信の受信を行う通信系統をいう。 

(７) 屋外拡声子局 拡声装置により情報を伝達するために屋外に設置する固定局をいう。 

(８) 戸別受信機 拡声装置により情報を伝達するために設置する受信設備をいう。 

(９) 遠隔制御機 親局と接続された通信設備で当該親局の機能を分掌するものをいう。 

(10) 無線従事者 電波法第２条第６号に規定する無線従事者のうち、無線設備の操作を行う者をいう。 

（親局の設置） 

第３条 高松市庁舎に親局を設置する。 

（基地局の設置場所） 

第４条 基地局の設置場所は、市長が別に定める。 

（無線局の回線構成等） 

第５条 無線局の回線構成、配置、運用方法等は、別に定めるところによるものとする。 

（総括管理者） 

第６条 すべての無線局を総括管理し、次条に規定する管理責任者を指揮監督するため、総括管理者を置く。 

２ 総括管理者は、総務局長をもって充てる。 

（管理責任者） 

第７条 高松市庁舎に管理責任者を置く。 

２ 管理責任者は、総括管理者の命を受け、無線局の管理運用の業務（総括管理者が定めるものを除く。）を

行うとともに、無線従事者を指揮監督する。 

３ 管理責任者は、総務局危機管理課長をもって充てる。 

（無線従事者） 

第８条 同報系に無線従事者を置く。 

２ 無線従事者は、管理責任者の命を受け、電波法、電波法施行規則その他関係法令を遵守し、無線局の円

滑な運用を行う。 



477 

 

３ 無線従事者は、その業務に従事しているときは、免許証を携帯しなければならない。 

（通信取扱者） 

第９条 通信取扱者は、無線局の運用に携わる職員とする。 

２ 通信取扱者は、無線従事者の管理の下、電波法、電波法施行規則その他関係法令を遵守し、無線局の運

用を行う。 

（無線従事者の養成、配置等） 

第10条 総括管理者は、無線局の適切な運用を図るため、無線従事者の養成及びその適正配置に努めなけれ

ばならない。 

２ 総括管理者は、無線従事者の現状を把握するため、毎年無線従事者名簿（様式第１号）を作成するもの

とする。 

（無線業務日誌） 

第11条 無線従事者は、無線業務日誌（様式第２号）に所定の事項を記載し、管理責任者に報告するものと

する。 

（備付書類等） 

第12条 管理責任者は、電波法、電波法施行規則その他関係法令に基づく業務書類を管理保管するものとす

る。 

２ 管理責任者は、無線従事者選任（解任）届及び無線業務日誌抄録の写しを整理保管しておくものとする。 

（無線設備の保守点検） 

第13条 無線従事者は、無線設備の正常な機能を維持するため保守点検を行い、異常を発見したときは、直

ちに管理責任者に報告するものとする。 

（通信訓練） 

第14条 総括管理者は、非常災害発生時に備え、通信機能の確認及び通信運用の習熟を図るため、毎年１回

以上通信訓練を行うものとする。 

（研修） 

第15条 総括管理者は、毎年１回以上通信取扱者等に対して電波法、電波法施行規則その他関係法令、無線

機の取扱要領等に関する研修を行うものとする。 

（委任） 

第16条 この規程に定めるもののほか、必要な事項は、市長が定める。 

附 則 

この規程は、平成２年４月１日から施行する。 

附 則（平成５年８月30日規程第15号） 

この規程は、平成５年９月１日から施行する。 

附 則（平成12年12月25日規程第15号） 

この規程は、平成13年１月６日から施行する。 

附 則（平成17年９月22日規程第13号） 

改正 

平成29年11月27日規程第13号 

この規程は、平成17年９月26日から施行する。 

附 則（平成18年１月６日規程第１号） 

改正 

平成29年11月27日規程第13号 
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この規程は、平成18年１月10日から施行する。 

附 則（平成20年３月31日規程第６号） 

この規程は、平成20年４月１日から施行する。 

附 則（平成20年８月21日規程第16号） 

この規程は、公布の日から施行する。 

附 則（平成24年３月31日規程第６号） 

この規程は、平成24年４月１日から施行する。 

附 則（平成29年１月27日規程第１号） 

この規程は、平成29年１月30日から施行する。 

附 則（平成29年11月27日規程第13号） 

この規程は、平成29年12月１日から施行する。 

 

様式第１号（第10条関係） 

様式第２号（第11条関係） 
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様式第１号（第10条関係） 

無 線 従 事 者 名 簿 

年  月  日現在  
 

所    属 氏     名 免許証の番号 選任年月日 備   考 

     

     

     

     

     

     

     

 

 

様式第２号（第 11条関係） 

無 線 業 務 日 誌 

年  月  日（ページ  ）  

 

 無線局名  電波型式  周波数  無線従事者 

    年  月  日（ページ   ）  出 力  資   格 

相手局番号 

と 名 称 

回 数 時 間(秒) 相手局番号 

と 名 称 

回 数 時 間(秒)  特記事項 

      

 合   計   

 合   計    総 合 計   
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香川県防災行政無線電話機等配備一覧 

１ 県防災行政無線 

    「地域衛星通信ネットワーク」の衛星通信回線及び地上系無線回線を使用し、県防災行政無線システム

を設置しています。 

 

設  置  課 呼 出 番 号 

県危機管理課 

（危機管理グループ） 
２００－５０６２ 

 市危機管理課 ２０１－５０１ 

 防災ＦＡＸ ２０１－５８１ 

 広聴広報・シティプロモ

ーション課 
２０１－５０２ 

 道路管理課 ２０１－５０５ 

 河港課 ２０１－５０６ 

 土地改良課 ２０１－５０７ 

環境総務課 ２０１－５０８ 

３２会議室 ２０１－５０９ 

福祉事務所 ２０１－５１０ 

守衛室 ２０１－５７９ 

 消防局情報指令課 ４３１－５８９ 
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災害対策用移動通信無線機無償貸与制度 

 

災害対策用として無線機を無償貸与 

～災害時における通信確保のために～ 

 

１ 無償貸与の概要 

総務省では、防災対策用移動通信機器（衛星携帯電話、ＭＣＡ、簡易無線）の保管等を行う基地を全国

１１箇所の防災対策を施した施設に配備した。 

地震等の非常災害時には、災害対策本部等からの要請により、地方公共団体及び災害復旧関係者に無償

で貸与し、初動期の被災情報の収集伝達から応急復旧活動の迅速・円滑な遂行に必要不可欠な通信の確保

を図ります。 

非常災害に際して、災害対策本部等は、総務省四国総合通信局に貸与要請を行い、総務省は委託した民

間会社を通じて４８時間以内に被災地に移動通信機器を搬入します。 

なお、返却に要する機器の運搬等の費用については、当該地方公共団体等の負担となります。 

 

災害対策用移動通信機器に係る総務省連絡先 

四国総合通信局無線通信部無線通信課 

〒790-8795 松山市味酒町 2-14-4 TEL   089-936-5066（直通） 

総務省総合通信基盤局電波部基幹・衛星移動通信課重要無線室 

〒100-8926 千代田区霞が関 2-1-2 TEL   03-5253-5888（直通） 

 

２ 今後の計画 

首都直下地震、東海地震、東南海・南海地震や風水害などの大規模自然災害等の発生が想定される中で、

これらの防災対策に着実に応えるための体制を整備します。具体的には、災害復旧活動等という特に厳し

い条件下での使用による機器の故障等を考え合わせ、引き続き予算確保に努め、災害時に必要な通信構成

や活用実績等を踏まえ、今後充実していく計画 です。 

 

【連絡先】 

                                                 四国総合通信局無線通信部 無線通信課 

電 話 ： ０８９－９３６－５０６６ 

ＦＡＸ ： ０８９－９３６－５００８ 

E-mail ： shikoku-koudan@rbt.soumu.go.jp 

 

  

mailto:shikoku-koudan@rbt.soumu.go.jp
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災害対策用移動電源車貸与制度 

 

災害時に、地方公共団体及び電気通信事業者は、総務省四国総合通信局に貸与要請を行い、被災情報の

収集伝達から応急復旧活動の迅速・円滑な遂行までの一連の活動に必要不可欠な通信の電源確保を図るも

のとする。 

 

災害対策用移動電源車に係る総務省連絡先 

四国総合通信局総務部総務課 

〒790-8795 松山市味酒町 2-14-4 TEL   089-936-5010（直通） 

 

 【移動電源車の仕様】 

車両保管場所 四国総合通信局内（愛媛県松山市） 

大きさ 全長約 4.7m、全幅約 1.8m、全高約 1.9m 

燃料 無鉛レギュラーガソリン 

乗車定員 ２名 

出力 ５.５kVA（50Hz/60Hz、単相 100  ボルト） 

稼働時間（満タン時） 約３６時間（1/2  負荷時） 

発電機燃料 無鉛レギュラーガソリン（車両の燃料タンクと共用） 

 

（問合せ先） 

                                                  〒790-8795   松山市味酒町 2-14-4 

四国総合通信局 総務部  総務課 

   TEL  089-936-5010 FAX  089-936-5007 

 

 


